
第1の項目
大阪高教組との、これまでの良き労使関係については、今後とも、維持してまいりたい。我々としては、この基本的立場に立って、給与・勤務条件に関わる諸問題については、誠意をもって、大阪高教組と十分協議を行ってまいりたい。

第2の項目
校内における事故及び交通事故の防止、環境保全の観点等から、従来から自粛を求めるとともに、平成13年11月16日付け通知により、自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化に係る取扱いについて、各府立学校長あて通知しているところ。校内駐車については、限られた学校敷地内において、新たに駐車施設を整備することは困難であり、空きスペースの活用をお願いしたい。
第3の項目
期末勤勉手当条例に基づき支給してまいりたい。
第4の項目
平成19年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映している。また、平成24年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については配分原資を１回あたり0.03月とし、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。引き続き、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、充実・改善を図っていきたい。
第5の項目
生徒による授業アンケートは、教員が自らの授業を多様な観点から検証することで、授業改善を図り、生徒にとってより「魅力的な授業」「わかる授業」を実現することを目的として行うもの。昨年度から生徒又は保護者の授業アンケートを踏まえた教員評価を本格実施した。先日公表した平成25年度評価結果では上位区分が減少したことにより、上位評価者の勤勉手当の成績率が増加した。引き続き、必要に応じて皆様方との協議を続けていきたい。
第6の項目
厚生労働省の通知内容及びその取扱いについて、関係者間で検討を行っているところ。
第7の項目
原則として勤務時間内に行うものと認識している。同時に、選抜事務の厳正さを確保する観点から、採点や合否判定などの選抜事務に要する日数を一定確保することも必要であると考えている。平成24年度から、行事予定の作成にあたり、選抜業務のため、やむを得ない場合は、その日を休業日とすることができることとするとともに、入学者選抜業務のため休業日を設定した場合は、長期休業日等に行うことができる授業日数について、12日以内であれば７日を超えて設定できるよう弾力化したところ。各高等学校において、これらを踏まえ、適切に行事予定が作成され、円滑に入学者選抜事務が行われるよう指導していく。また、平成28年度入学者選抜に向けて、選抜日程、前期・後期の枠組み、学力検査科目等を含め、トータルで検討しており、今年８月に選抜改善の方針案を示す予定。

第8の項目
府教育委員会においては、教職員の安全及び健康を確保し、快適な職場環境を実現するため、大阪府立学校職員安全衛生管理規程に基づき、大阪府立学校安全衛生協議会を設置し、様々な協議を重ねてきた。また、「健康対策部会」「腰痛・頸肩腕症部会」の専門部会を設置し、職員健康診断や安全衛生委員会の活性化などの具体的な個別の課題について、検討してきたところ。今後とも、同協議会における協議を踏まえ、快適な職場環境の形成や教職員の健康の保持増進に向けて、取り組んでいきたい。

第9の項目
職員会議での内容説明、指針の配布、掲示などの方法によって、すべての府立高等学校、支援学校で行われていることを本年５月実施の文書調査で確認している。校内相談窓口については、全校に設置しており、あわせて管理職以外の教員が入っている状況についても把握したところ。本年５月、各府立学校長・准校長に対して、「職場におけるパワー・ハラスメントの防止及び対応に関する指針」を再度通知するとともに、教職員が自らの言動等を点検できるように「パワハラセルフチェック」シートの活用をお願いしたところ。なお、平成26年４月には、平成25年度に引き続き新任の府立学校長、准校長、教頭、首席を対象としたパワー・ハラスメントに関する研修を行ったところ。また、ハラスメント防止の観点から、トップのメッセージの発出に向けて調整を行っているところ。これらの取組みを、より効果的に周知する方策についても検討していく。今後とも、快適で働きやすい職場環境づくりに努めていく。

第10の項目
国の定めた申請書様式の記載が難しく、記入例を作成し配付するなどの対応はしたが、親権者を示す理由欄の記載等で不備が多く、各学校現場では大変ご苦労をかけたことは承知している。様式の改善や記載内容の簡素化については、去る6月20日に文部科学省の担当室長らと意見交換する場があり、その中でもしっかりと要望したところであり、その際、文部科学省において、ご意見を踏まえて検討するとのことであった。府教委としては、今後、国の動向、他府県の状況などを注視しながら教職員の業務負担にならないよう対応していく。

第11の項目
府立学校安全衛生協議会の専門部会である健康対策部会において検討を行い、平成16年７月30日付けで「大阪府立学校ＶＤＴ作業のためのガイドライン」を策定し府立学校に通知し、ＶＤＴ作業従事者に対する適正な労働衛生管理に努めるよう指導しているところ。平成25年4月から利用が開始されている「校務処理システム」は、教員における生徒の出欠管理・成績処理をシステム化することにより、結果として教員の事務負担の軽減が図られるものと認識している。府立学校のネットワーク環境も平成26年4月から各教員の目の前にある端末からメール・インターネットが利用でき、また、高いセキュリティの元、個人情報が扱えるネットワークとして「統合ＩＣＴネットワーク」が稼働した。本ネットワークの稼働により、教員の作業の効率化が図られるものと認識している。
第12の項目
内国旅行については、財政再建の取組の一環として、旅行雑費・日当の廃止及び宿泊料から食事代相当額の減額などの旅費制度の見直しが全庁的に行われたところであり、ご理解願う。なお、外国旅行については日当、宿泊料金は１泊２食及び渡航雑費等が旅費条例に基づき支給されている。

第13の項目
府立高校への旅費配当については、一定の基準（人数割、学校割、修学旅行付添補助）に基づいて配当するとともに、毎年11月頃に執行状況調査を実施し、旅費の調整を行っている。また、各学校における旅費の執行に当たっては、配当予算の範囲内で、年間を通じて、計画的かつ効率的に執行されるようお願いしている。

第14の項目
大阪府立学校職員安全衛生管理規程に基づき設置している大阪府立学校安全衛生協議会において協議を重ねてきた。同協議会における協議を踏まえ、校長・准校長を対象とする府立学校安全衛生管理者研修会で、安全衛生委員会の開催促進と活性化を働きかけているところ。また、「長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること」は、労働安全衛生規則が定める付議事項であることを、かねてより周知しているところ。今後とも、各校での安全衛生委員会活動を通じて、快適な職場環境の形成や教職員の健康の保持増進が図られるよう、取り組んでいく。
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